
平 成 １ １ 年 ３ 月 期            　　中 間 決 算 短 信          

平成１０年１１月１２日

上場会社名　　東 海 旅 客 鉄 道 株 式 会 社                   　　　　　　　　上場取引所（所属部）
コード番号　　９０２２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名古屋、東京、大阪の各証券取引所市場第一部
本社所在地　　名古屋市中村区名駅南二丁目１４番１９号　　　　　　　　京都証券取引所
問合せ先     　　責任者役職名　　広 報 部 長        
　　　　　　　氏 名      　　河 野 雅 之        　　　　　　　　　　　ＴＥＬ　　（０５２）５６４－２５４９
中間決算取締役会開催日            　平成１０年１１月１２日　　　　　　　　　　中間配当制度の有無　　　　　　有
中間配当支払開始日            　平成１０年１２月１０日

１． 平成１０年９月中間期の業績（平成１０年４月１日～平成１０年９月３０日）
（１） 経営成績　　　　                              　（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

売 上 高     
対前年中間期

 増 減 率      
営業利益     

対前年中間期

 増 減 率      
経常利益     

対前年中間期

 増 減 率      

平成１０年９月中間期

平成  ９年９月中間期

           百万円         ％

 558,823        ( △ 2.9)

 575,476        (    0.3)

           百万円          ％

  177,978      ( △ 6.3)

    189,921      ( △ 7.9)

          百万円         ％

  37,866      (△　10.2)

    42,148      (△　14.2)

平成 １０年３月期  1,147,112     368,672 　　61,460

中間(当期)純

利益

対前年中間期

増 減 率      

   １ 株 当 た り            

   中間（当期）純利益           
   会 計 処 理 基 準            

平成１０年９月中間期

平成  ９年９月中間期

           百万円         ％

  18,543        (△　19.6)

　23,066        (△　 7.0)

         　　 円      銭

　　　　 8,278      14

        10,297      55

   中間財務諸表作成基準            

   中間財務諸表作成基準            

平成 １０年３月期     33,424         14,921      47     ―――――――――――

       (注)                                   平成 10年９月中間期  2,240 千株

１． 期中平均株式数                 平成 ９年９月中間期  2,240 千株

                                   平成 1 0年３月期            2,240 千株

２．会計処理の方法の変更           該当事項はありません。

（２） 配当状況

    １ 株 当 た り         

    中 間 配 当 金         

    １ 株 当 た り         

    年 間 配 当 金         

平成１０年９月中間期

平成  ９年９月中間期

             円     銭

        2,500     00

        2,500     00

          ――――

          ――――

平成 １０年３月期           ――――       5,000円   00銭

（３） 財政状態

総 資 産       株 主 資 本       株主資本比率       1株当たり株主資本

平成１０年９月中間期

平成  ９年９月中間期

百万円

       5,913,714

       5,954,591

百万円

         490,466

         472,962

％

              8.3

              7.9

            円     銭

     218,958     22

     211,144     06

平成 １０年３月期        5,959,880          477,720                  8.0      213,267     98

      (注)                                    平成 10年９月中間期  2,240 千株

１． 期末発行済株式数 　            平成 ９年９月中間期  2,240 千株

                                   平成 1 0年３月期            2,240 千株

         ２．中間期末の有価証券の評価損益　　　　　　　      24,275百万円

３．中間期末のデリバティブ取引の評価損益　　　　　      ―――百万円

２．平成１１年3月期の業績予想（平成１０年4月１日～平成１１年３月３１日）

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金               
売 上 高        経 常 利 益        当 期 純 利 益        

期 末     

平成１１年３月期         

百万円

1,112,200

百万円

60,300

百万円

26,000

        円    銭

　 2,500    00

        円    銭

   5,000    00

（参考）  １株当たり予想当期純利益（通期）   11,607円  14銭



（１）当中間期及び通期の業績の概況

当上半期のわが国の経済は、個人消費並びに設備投資が低調に推移し、政府経済見通しにお

いても２年連続のマイナス成長が示されるなど、これまでにない厳しい状況が続きました。

こうした厳しい経営環境のもと、当社は、安全・安定輸送の確保を第一に、旅客サービスの

向上をはじめ、積極的な営業活動による収入確保並びに業務の効率化に一層努めてまいりま

した。

しかしながら、景気低迷に伴う旅行需要の減退等により、東海道新幹線および在来線の輸送

量が減少し、当上半期の営業収益は5,588億円（前年同期比2.9%減）、経常利益は378億円（前

年同期比10.2%減）、中間利益は185億円（前年同期比19.6%減）となりました。

鉄道事業

東海道新幹線につきましては、平成９年１１月ダイヤ改正において「のぞみ」の増発および

新横浜駅停車の拡大を行った結果、「のぞみ」のご利用は順調に伸びましたが、全体として

は、当上半期の輸送量は前年同期を下回ることとなりました。

　在来線につきましては、７月ダイヤ改正において新型車両による「サンライズ瀬戸・出雲」

の運転を開始したほか、イベントの開催に合わせて臨時列車を設定するなど、お客様のニー

ズに即した輸送サービスの提供に努めましたが、当上半期の輸送量は前年同期を下回ること

となりました。

安全対策面につきましては、東海道本線函南～新所原間におけるＣＴＣ（列車集中制御装置）

化を進めるとともに、踏切保安設備の改良、ＡＴＳ（自動列車停止装置）への速度照査機能

の付加などに引き続き取り組みました。また、土木構造物耐震補強工事を着実に推進したほ

か、「東海道・山陽新幹線第２総合指令所」の使用開始に向けた準備を進めるなど、大規模

災害対策の一層の充実に取り組みました。

　設備面につきましては、東海道新幹線品川駅の建設工事を着実に進めたほか、駅のリニュ

ーアルに取り組むとともに、新幹線自動改札機、指定券券売機の設置拡大など、業務運営の

効率化・省力化を推進しました。また、東海道新幹線に引き続き300系車両を投入するととも

に、平成１１年３月の営業運転開始に向け、300系の後継車両である700系車両の製作を進め

ました。在来線においては、「瀬戸」「出雲」に新型寝台電車285系車両を投入しました。

販売面につきましては、「京都・奈良キャンペーン」「ワイドビューで行こうキャンペー

ン」等を通じて旅行需要の喚起を図ったほか、「京の遊々きっぷ」や「飛騨・上高地ルート

きっぷ」などの企画商品を発売しました。また、名古屋・静岡地区におけるおとどけ端末の

設置拡大を図るなど、引き続き市中販売の強化に取り組みました。

上記の結果、当上半期の輸送人員は258百万人（前年同期比1.4％減）、輸送人キロは24,724

百万人キロ（前年同期比3.7％減）、営業収益は5,550億円（前年同期比2.9％減）となりまし

た。



関連事業

関連事業につきましては、駅ビル等の不動産賃貸を中心に収益確保に努めました。また、東

海道本線豊田町駅付近における分譲マンション「ジェイハイム豊田立野」の販売を開始した

ほか、引き続き武豊線亀崎駅付近の戸建住宅分譲を進めました。その結果、当上半期の営業

収益は37億円（前年同期比7.0％減）となりました。

　また、子会社等による事業につきましては、引き続きＪＲセントラルタワーズの建設工事を

推進するとともに、「チャオ御岳スノーリゾート」の１１月開業に向けた諸準備を進めました。

通期の業績予想につきましては、営業収益は1兆1,122億円、経常利益は603億円、当期利益

は260億円を見込んでおります。

なお、１０月２２日に「日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に関する法律」が施行され

ましたが、当社に係る追加負担額等が確定していないため、通期の業績予想にはその影響を盛

り込んでおりません。



（２）－１　比 較 貸 借 対 照 表            
（単位：百万円）

科 目          当 中 間 期 末        
（平成10年9月30日現在）

前 期 末        
（平成10年3月31日現在）

増 減        前 年 中 間 期 末        
（平成9年9月30日現在）

（ 資 産 の 部 ）          

流 動 資 産          

現 金 ・ 預 金           

未 収 運 賃           

未 収 金           

短 期 貸 付 金           

有 価 証 券           

分 譲 土 地 建 物           

貯 蔵 品           

そ の 他 の 流 動 資 産           

貸 倒 引 当 金           

固 定 資 産          

鉄 道 事 業 固 定 資 産           

関 連 事 業 固 定 資 産           

各事業関連固定資産           

建 設 仮 勘 定           

投 資 等           

   　

２３６，００７

３９，９６７

１０，３４９

５，３１５

１３５，８７１

―――

７，２００

５，７８０

３１，８４１

△             ３１８

５，６７７，７０７

５，１７５，７６６

６２，６７５

１２０，７０４

９０，０１３

２２８，５４７

１８６，５６９

３５，４２１

１１，２９９

７，３８５

１０１，９３２

―――

６，５６７

４，６３４

１９，７０６

△        ３７７

５，７７３，３１１

５，２４３，９２８

６２，８３６

１２２，８９３

８８，９９７

２５４，６５５

４９，４３７

４，５４５

△     ９４９

△ ２，０７０

３３，９３９

―――

６３２

１，１４６

１２，１３５

５９

△    ９５，６０３

△    ６８，１６１

△          １６１

△      ２，１８９

        １，０１６

△    ２６，１０７

１４８，４７３

３９，１５８

１２，６６６

５，４１５

４８，０２８

６

６，７１１

６，２６６

３０，５４２

△       ３２２

５，８０６，１１８

５，２７５，８１０

６２，８６８

１２３，６２３

７８，２８０

２６５，５３５

資 産 合 計          ５，９１３，７１４ ５，９５９，８８０ △    ４６，１６５ ５，９５４，５９１

（注）１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

　　　２．有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　　　　　　　　（ 当 中 間 期 末 ）          　　　　　　（ 前 期 末 ）          　　　　　　（前年中間期末）          

　　　　　　　　　　　　　1,725,749百万円　　　　　　　　　1,643,594百万円　　　　　　　　1,562,572百万円

　　　　３．連帯債務

（１） 日本国有鉄道改革法に基づく鉄道債券に係る連帯債務額

　　　　　　　　　　　　（ 当 中 間 期 末 ）          　　　　　　（ 前 期 末 ）          　　　　　　（前年中間期末）          

　　　　　　　　　　　　　　101,300百万円　　　　　　　　　 107,300百万円　　　　　　　　　113,300百万円

　　　　　　　　　　（自社承継額は償還済み）　　　　（自社承継額は償還済み）　　　　（自社承継額は償還済み）

                 「日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に関する法律」が平成10年10月22日に施行されたことにより、

                日本国有鉄道清算事業団の鉄道債券に係る連帯債務は同法施行の日の前日までの間となっております。

                    

（２） 財団法人鉄道総合技術研究所の長期借入金に係る連帯債務額

　　　　　　　　　　　　（ 当 中 間 期 末 ）          　　　　　　（ 前 期 末 ）          　　　　　　（前年中間期末）          

　　　　　　　　　　　　　　 42,021百万円　　　　　　　　　  42,200百万円　　　　　　　　　 41,200百万円

　　　　４．保証債務及び保証債務予約

　　　　　　　　　　　　（ 当 中 間 期 末 ）          　　　　　　（ 前 期 末 ）          　　　　　　（前年中間期末）          

　　　　　　　保 証 債 務      　　 62,000百万円　　　　　　　　　  44,000百万円　　　　　　　　　 44,000百万円

　　　　　　　保証債務予約　　　3,000百万円　　　　　　　　　　 3,000百万円　　　　　　　　　　3,000百万円

　　　　５．社債及び鉄道施設購入長期未払金の債務履行引受契約に係る偶発債務

　　　　　　　　　　　　（ 当 中 間 期 末 ）          　　　　　　（ 前 期 末 ）          　　　　　　（前年中間期末）          

　　　　　　　　　　　　　　　324,265百万円　　　　　　　　　 356,587百万円　　　　　　　　　328,582百万円



（単位：百万円）

科              目 当 中 間 期 末         
(平成10年9月30日現在)

前 期 末         
(平成10年3月31日現在)

増      減 前 年 中 間 期 末         
(平成9年9月30日現在)

（ 負 債 の 部 ）        

流 動 負 債               ３８４，１８４     ３８３，９６６            ２１７      ３７０，２７７

１年以内に返済する            
長 期 借 入 金           

       ２３，７５６       ２１，９８０        １，７７６        １９，３７３

１ 年 以 内 に 支 払 う            
鉄道施設購入長期未払金            

     １４３，２１８     １４１，６１１        １，６０７      １３８，５７２

未 払 金                   ６２，５８２       ７３，０９０ △   １０，５０８        ５９，３３８

未 払 法 人 税 等                   １８，４０４       １１，４１８        ６，９８５        １９，７１９

    未 払 事 業 税 等                     ５，５６６           ４，４３３        １，１３３          ５，８６９

預 り 連 絡 運 賃                     ５，９５６         ６，８８８ △         ９３１          １，００８

前 受 運 賃                   ３３，０６３       ３１，５６２        １，５００        ３５，２０２

そ の 他 の 流 動 負 債                   ９１，６３５       ９２，９８２ △     １，３４６        ９１，１９２

固 定 負 債           ５，０３９，０６３ ５，０９８，１９３ △   ５９，１２９  ５，１１１，３５１

社 債                 １００，０００     １００，０００              ---        ５０，０００

長 期 借 入 金                 ７５２，３２６     ７６４，７０３ △   １２，３７６      ６７８，５８３

鉄道施設購入長期未払金             ３，９６８，１３０ ４，０１６，９３２ △   ４８，８０１  ４，１６９，９１０

退 職 給 与 引 当 金                 ２１２，２４０     ２１０，０４６        ２，１９４      ２０６，３４３

そ の 他 の 固 定 負 債                     ６，３６５         ６，５１０ △         １４５          ６，５１３

負 債 合 計             ５，４２３，２４８ ５，４８２，１６０ △   ５８，９１１  ５，４８１，６２８

（ 資 本 の 部 ）        

資 本 金               １１２，０００     １１２，０００              ---      １１２，０００

法 定 準 備 金                 ６２，５８２       ６２，００２            ５７９        ６１，４４２

資 本 準 備 金                   ５３，５００       ５３，５００              ---        ５３，５００

利 益 準 備 金                     ９，０８１         ８，５０２            ５７９          ７，９４２

剰 余 金               ３１５，８８４     ３０３，７１７      １２，１６６      ２９９，５２０

任 意 積 立 金                 ２４６，５５２     ２２６，５５２      ２０，０００      ２２６，５５２

中間(当期)未処分利益                   ６９，３３１       ７７，１６５ △     ７，８３３        ７２，９６７

(うち中間(当期)利益)                 （１８，５４３）      （３３，４２４）  (△ １４，８８１)       (２３，０６６)

資 本 合 計                ４９０，４６６      ４７７，７２０      １２，７４６      ４７２，９６２

負 債 ・ 資 本 合 計             ５，９１３，７１４  ５，９５９，８８０ △   ４６，１６５  ５，９５４，５９１



（２）－  ２ 比 較 損 益 計 算 書            
（単位：百万円）

    科              目

 当 中 間 期         

 平成10年4月  1日から

 平成10年9月30日まで

 前 年 中 間 期         

 平成９年4月  1日から

 平成９年9月30日まで

   増      減

  前            期

 平成 ９年4月  1日から

 平成10年3月31日まで

経 常 損 益 の 部          

（営業損益の部）          

鉄 道 事 業            

  営 業 収 益           

  営 業 費           

  営 業 利 益           

関 連 事 業            

  営 業 収 益           

  営 業 費           

  営 業 利 益           

全 事 業 営 業 利 益            

（営業外損益の部）          

営 業 外 収 益            

営 業 外 費 用            

経 常 利 益            

特 別 損 益 の 部          

特 別 利 益            

特 別 損 失            

税引前中間（当期）利益            

法 人 税 等            

中 間 （ 当 期 ） 利 益            

前 期 繰 越 利 益            

中 間 配 当 額            

中 間 配 当 に 伴 う            
利 益 準 備 金 積 立 額            

中間（当期）未処分利益            

５５５，０８９

３７８，５２４

１７６，５６５

３，７３３

２，３２０

１，４１３

１７７，９７８

２，７６９

１４２，８８２

３７，８６６

６，６３７

６，５３１

３７，９７２

１９，４２９

１８，５４３

５０，７８８

   ―――

―――

６９，３３１

５７１，４６２

３８２，８５２

１８８，６０９

４，０１４

２，７０２

１，３１１

１８９，９２１

３，１６６

１５０，９３９

４２，１４８

７，０４４

５，３７８

４３，８１３

２０，７４７

２３，０６６

４９，９０１

―――

―――

７２，９６７

△   １６，３７３

△     ４，３２８

△   １２，０４４

△         ２８０

△         ３８２

           １０２

△   １１，９４２

△         ３９６

△     ８，０５６

△     ４，２８２

△         ４０６

       １，１５２

△     ５，８４１

△     １，３１８

△     ４，５２３

           ８８７

           ―――

―――

△     ３，６３５

１，１３９，１３５

７７３，０６１

３６６，０７４

７，９７７

５．３７８

２，５９８

３６８，６７２

７，９８２

３１５，１９４

６１，４６０

１７，１２５

１５，１８５

６３，４００

２９，９７６

３３，４２４

４９，９０１

５，６００

５６０

７７，１６５

（注） １．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

       ２．特別利益の主な内訳               （ 当 中 間 期 ）                （前年中間期）                （ 前 期 ）        

              工事負担金受入額等                 ６，４９０百万円        ５，３８０百万円      １５，０５２百万円

       ３．特別損失の主な内訳               （ 当 中 間 期 ）                （前年中間期）                （ 前 期 ）        

              工事負担金受入額等圧縮損     ６，５３０百万円        ５，３７４百万円      １４，９８４百万円



    中間財務諸表作成の基本となる事項

  １．正規の決算において採用している会計処理の原則及び手続きと異なる会計処理

   (１) 営業費に含まれている修繕費、備消品費、広告宣伝費及び業務委託費（経常的なものを除く）

        年間発生見積額を期間に基づき配分しています。なお、中間会計期間負担額と支払額との差額は、

      流動負債の「未払金」に含めて表示しています。

   (２) 退職給与引当金繰入額

        年間繰入見積額を期間に基づき配分しています。

   (３) 減価償却費

        中間会計期間末の固定資産に係る年間減価償却費見積額を期間に基づき配分しています。

   (４) 法人税及び住民税並びに事業税

        中間会計期間を一事業年度とみなして算定した課税所得に対する税額を計上しています。

  ２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

   (１) 分譲土地建物

        個別法による原価法によっています。

   (２) 貯蔵品 

        移動平均法による原価法によっています。  

  ３．有形固定資産の減価償却方法

   (１) 取替資産以外の資産

      ①  新幹線鉄道施設に係る建物及び構築物並びにリニア実験線施設に係る建物及び構築物

          法人税法に定める定額法によっています。

 　　　　  なお、建物（建物附属設備を除く。）については、当中間期から平成10年度法人税法の改正によ

         り、耐用年数の短縮を行っています。当社の建物については、見積耐用年数を適用しているものが

         大宗をしめているため、短縮に伴う影響額は、軽微であります。 

      ②  その他の資産

          法人税法に定める定率法によっています。

          なお、新幹線車両については走行キロを基準として増加償却を行っています。

   (２) 取替資産

        法人税法に定める取替法によっています。       

          

  ４．リース取引の処理方法

      リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、    

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

  ５．厚生年金移換負担金の処理方法                      

      厚生年金保険法等の一部を改正する法律（平成８年法律第82号）により、日本鉄道共済組合から厚生      

    年金へ移換すべき積立金の不足額は事業主が負担することとなっており、当社の負担額29,066百万円は、    

    投資等の長期前払費用に計上し、平成９年度より５年間にわたって均等に分割して費用計上しています。

 

  ６．消費税等の処理方法         

      税抜方式によっています。   



 　　 リ ー ス 取 引 関 係          

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

１． リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間（期末）残高相当額

                                                                                                   （単位 百万円）

当   中   間   期   末 前  年  中  間  期  末 前      期      末

取得価額    

相 当 額    

減価償却

累 計 額    

相 当 額    

中間期末

残 高    

相 当 額    

取得価額    

相 当 額    

減価償却

累 計 額    

相 当 額    

中間期末

残 高    

相 当 額    

取得価額    

相 当 額    

減価償却

累 計 額    

相 当 額    

期 末    

残 高    

相 当 額    

鉄道事業     

固定資産     
7,945 3,086 4,858 6,525 2,444 4,080 6,936 2,365 4,571

関連事業     

固定資産     
30 19 10 35 17 17 30 16 14

各事業関連

固定資産     
3,277 1,632 1,645 3,711 1,683 2,028 3,121 1,483 1,637

合 計    11,253 4,739 6,514 10,272 4,145 6,126 10,088 3,865 6,223

（注） 取得価額相当額の算定は、未経過リース料中間（期末）残高が有形固定資産の中間（期末）残高等に占める

     割合が低いため、支払利子込み法によっています。

２． 未経過リース料中間（期末）残高相当額

                               （当中間期末）                      （前年中間期末）            （ 前 期 末 ）        

   １ 年 内                   ２，２１９百万円              ２，０８２百万円            ２，００８百万円

   １ 年 超                   ４，２９４百万円              ４，０４４百万円            ４，２１４百万円

                                                                                                           

   合              計          ６，５１４百万円              ６，１２６百万円            ６，２２３百万円

  

   （注） 未経過リース料中間（期末）残高相当額の算定は、未経過リース料中間（期末）残高が有形固定資産の中間（期末）

        残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法によっています。

３． 支払リース料及び減価償却費相当額

                                （当中間期）                     （前年中間期）                    （ 前 期 ）       

   支 払 リ ー ス 料                   １，２２２百万円              １，１０９百万円            ２，２１８百万円

   減価償却費相当額              　　 １，２２２百万円              １，１０９百万円            ２，２１８百万円

４． 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。



（３）　 部 門 別 売 上 高 明 細 表            

営業収益の内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：億円）

比 較        

    項          目

当 中 間 期       

 平成10年4月  1日から

 平成10年9月30日まで

前 年 中 間 期       

 平成 9年4月  1日から

 平成 9年9月30日まで 増 減    比 率 ％

前 期       

 平成 9年4月  1日から

 平成10年３月31日まで

定 期      ２２９ ２２４              ４ １０２．１ ４３９

定 期 外      ５，０２６ ５，１９４ △       １６８ ９６．８ １０，３４０

旅

客

運

賃

・

料

金 計 ５，２５５ ５，４１８ △       １６３ ９７．０ １０，７８０

小荷物運賃・料金 ０ ０ △           ０   ９４．７ １

  

旅

客

運

輸

収

入

合 計       ５，２５６ ５，４１９ △       １６３ ９７．０ １０，７８２

鉄道線路使用料収入          ２３ １７              ５ １３５．０ ４０

運 輸 雑 収          ２７１ ２７７ △           ６ ９７．８ ５６８

鉄

道

事

業

営

業

収

益 鉄道事業営業収益計          ５，５５０ ５，７１４ △       １６３ ９７．１ １１，３９１

不 動 産 賃 貸 収 入          ３０ ３０ △ ０ ９８．１ ６１

その他の営業収入         ７ ９ △           ２ ７６．７ １８

関

連

事

業

営

業

収

益 関連事業営業収益計          ３７ ４０ △           ２ ９３．０ ７９

全 事 業 営 業 収 益            ５，５８８ ５，７５４ △       １６６ ９７．１ １１，４７１

　（注）記載金額は、億円未満を切り捨てて表示しています。



（４） 有 価 証 券 の 時 価 等            
                                                                                                   （単位：百万円）

当 中 間 期 末       前年中間期末 前    期    末

種          類
中  間    

貸借対照

表計上額

時 価 評価損益

中  間    

貸借対照

表計上額

時 価 評価損益

期 末    

貸借対照

表計上額

時 価 評価損益

  

－

－

－

－

－

－

－

－

－

  

－

6

－

－

6

－

－

0

－

  

－

－

－

－

－

－

－

－

－

(1)流動資産に属するもの

    株 式        
   
    債 券        

    そ の 他        

       小       計 － － － 6 6 0 － － －

33,344

16

－

57,618

17

－

24,274

0

－

49,918

17

－

116,372

17

－

66,453

0

－

43,299

16

－

78,193

17

－

34,893

0

－

(2)固定資産に属するもの

    株 式        
   
    債 券        

    そ の 他        

       小       計 33,360 57,636 24,275 49,936 116,390 66,453 43,316 78,210 34,894

    合 計        33,360 57,636 24,275 49,942 116,396 66,454 43,316 78,210 34,894

（注）１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

      ２．時価の算定方法

          （１）   上場有価証券  ……………… 主に東京証券取引所の最終価格

（２） 気配等を有する有価証券 ……日本証券業協会が公表する公社債店頭基準気配等

（上場、店頭売買有価証券を除く）

      ３．開示の対象から除いた有価証券の中間貸借対照表計上額

                                                           （ 当 中 間 期 末 ）             （前年中間期末）             (前   期   末)

            固定資産に属するもの            

                非上場株式（店頭売買株式を除く）                         86,195百万円         82,280百万円        85,676百万円

                 

              　優 先 出 資 証 券                              　　499百万円            199百万円           499百万円

（５） デリバティブ取引の契約額等                、時価及び評価損益

       当社は、デリバティブ取引を利用していないため、当該事項はありません。



参考

旅客輸送人キロ及び旅客運輸収入の比較

（単位：百万人キロ、億円）

区　　　　分
平成１０年度

中　 間　 期
平成９年度

中　 間　 期 前年度比(%)

定　期 ５２７ ５０７ １０３．９

定期外 １９，４６３ ２０，２４９ ９６．１

新

幹

線
合　計 １９，９９０ ２０，７５７ ９６．３

定　期 ２，６５２ ２，６５５ ９９．９

定期外 ２，０８３ ２，２５０ ９２．６

在

来

線
合　計 ４，７３４ ４，９０５ ９６．５

定　期 ３，１７９ ３，１６２ １００．５

定期外 ２１，５４６ ２２，５００ ９５．８

旅

客

輸

送

人

キ

ロ
合

　

計
合　計 ２４，７２４ ２５，６６１ ９６．３

定　期 ６３ ６１ １０３．１

定期外 ４，６１６ ４，７６０ ９７．０

新

幹

線
計 ４，６８０ ４，８２２ ９７．０

定　期 １６５ １６２ １０１．７

定期外 ４０９ ４３３ ９４．５

在

来

線
計 ５７５ ５９６ ９６．５

定　期 ２２９ ２２４ １０２．１

定期外 ５，０２６ ５，１９４ ９６．８

旅

客

運

賃

・

料

金
合

　

計
計 ５，２５５ ５，４１８ ９７．０

小荷物運賃・料金 ０ ０ ９４．７

旅

客

運

輸

収

入

合　計 ５，２５６ ５，４１９ ９７．０

　（注）１．輸送人キロ単位未満端数四捨五入

　　　　２．運輸収入単位未満端数切捨

長　期　債　務　残　高　比　較

（単位：億円）

区　　　　分
平成１０年度

中間期末残高

平成９年度

期末残高
増減

長期債務合計 ４９，８７４ ５０，４５２ △５７７

　（注）　単位未満端数切捨


